
一般競争入札の公告 

 
 

 国立大学法人奈良国立大学機構において、次のとおり一般競争入札に付します。 

 

 

記 

 

 

１．競争入札に付する事項 

（１）購入等件名及び数量 

   国立大学法人奈良国立大学機構（北魚屋東町地区）で使用する電気 

           契約電力 84kW 年間予定電力使用量 341,338kWh 

 

（２）調達件名の特質等 

   入札説明書による。 

 

 （３）納入期間 

令和７年１０月１日から令和８年９月３０日まで 

 

 （４）納入場所 

    国立大学法人奈良国立大学機構（北魚屋東町地区） 

奈良県奈良市北魚屋東町 

 

 （５）入札方法  入札金額は各社において契約電力に対する単一の単価（kW）及び使用電力量に対

する単価を記載すること。（小数点以下を含むことができる。）落札の決定は、本機

構が提示する予定使用電力量の対価を入札書に記載された入札金額に従って計算

した総価で行うので、当該総価を上記の単価と併せて記載すること。 

 なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１０％に相

当する額を加算した額をもって落札金額とするので、入札者は、消費税及び地方消

費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金

額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

 

２．競争参加者の資格 

（１）奈良国立大学機構契約事務取扱規程第７条及び第８条の規定に該当しない者であること。 

（２）本件調達の仕様の策定に直接関与していない者であること。 

（３）国の競争参加資格（全省庁統一資格）において、令和７年度に近畿地区の「物品の販売」の

Ａ・Ｂ・ＣまたはＤ等級に格付けされている者であること。 

（４）本件調達の入札において、「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律」（昭和２２年

法律第５４号。）に違反し、価格又はその他の点に関し、公正な競争を不法に阻害している者

でないこと。 

（５）奈良国立大学機構理事長から取引停止の措置を受けている期間中の者でないこと。 

（６）省 CO2 化の要素を考慮する観点から、入札説明書に記載する基準を満たす者であること。 

（７）電気事業法第２条の２の規定に基づき小売電気事業の登録を受けている者であること。 

（８）競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成１８年法律第５１号。）第１０

条第４号及び第６号から第９号の暴力団排除条項に該当していない者であること。 

（９）暴力団又は暴力団関係者を再委託先としていない者であること。 

（１０）競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成１８年法律第５１号。） 

第１０条各号の競争参加資格の欠格事由に該当していない者であること。 

 



３．競争入札執行の場所等 

  （１）契約条項を示す場所、入札説明書を交付する場所及び問い合わせ先 

      〒６３０－８５０６ 奈良市北魚屋東町 

      国立大学法人奈良国立大学機構 財務課契約係 

      E-mail   keiyaku@jimu.nara-wu.ac.jp 

電話番号 ０７４２－２０－３９８５ 

      FAX 番号 ０７４２－２０－３２１７ 

  （２）入札説明書の交付方法 

     本公告の日から電子媒体での交付を受け付ける。 

交付を希望する者は、電子メールもしくは FAX で上記３(1)に記載の連絡先まで請求するこ 

と。メールの本文には以下の事項を記載すること。（名刺のコピーでも可） 

「会社名、担当者氏名、所属部署名」「送付先メールアドレス」「連絡先電話番号」及び交付

を希望する入札案件名 

  （３）入札書等の受領期限  令和７年８月１日（金） １７時００分 

      (郵送する場合には受領期限までに必着のこと。) 

  （４）開札の日時及び場所 

      令和７年８月２１日（木）１４時００分  

国立大学法人奈良国立大学機構本部管理棟第三会議室 

 

４．その他 

（１）入札保証金及び契約保証金  免除。 

（２）入札の無効  上記２に示した競争参加資格のない者の提出した入札書、入札者に求め

られる義務を履行しなかった者の提出した入札書、その他奈良国立大学機構契約事務取扱

規程第２４条各号に掲げる入札書は無効とする。 

  （３）契約書の作成  落札者は、契約の相手方として決定した日から特別の事情がある場合

を除き７日以内に契約書の取り交わしをしなければならない。 

（４）落札者の決定方法  本公告に示した契約を履行できると理事長が判断した入札者であ

って、奈良国立大学機構契約事務取扱規程第１５条の規定に基づいて作成された予定価格

の制限の範囲内で、最低価格をもって有効な入札を行った入札者を落札者とする。 

（５）代理入札の場合は、委任状を提出のこと。 

（６）入札は、本機構所定の用紙をもって行う。 

（７）その他詳細については、財務課契約係に問い合わせのこと。 

 

    令和７年７月１０日 

 

国立大学法人奈良国立大学機構 

                              理事長  榊  裕 之 


